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■はじめに（土壌汚染って何？） 
土壌汚染とは、工場などからの有害物質の漏出や、埋設された有害な廃棄物や、有害物質を元

来より含む地層によるものなど、様々な原因から発生します。 
土壌汚染の原因となる有害物質には、テトラクロロエチレンやベンゼンなどの揮発性有機化

合物、鉛や砒素などの重金属等、農薬、PCB（ポリ塩化ビフェニル）などがあります。 
こういった有害物質は、これまで紹介した「土壌洗浄工法」「ジオスチーム法」等を適用した

土壌汚染対策を行いますが、その前に、汚染物質は何か、どのような汚染状況であるのかといっ
たことを法律に基づいて調査する必要があります。それが、土壌汚染状況調査です。今回は、調
査のきっかけ、調査の流れ、調査の留意点をご紹介します。 
※株式会社鴻池組は、土壌汚染対策法に基づく指定調査機関（2003-8-2041）です。 

 
■土壌汚染状況調査のきっかけ 
土壌汚染対策法（以下、「法」と言う）で示された土壌汚染状況調査のきっかけとしては以下

の３つがあります。 
①有害物質使用特定施設の使用を廃止したとき[調査義務]（法第3条） 
②一定規模以上(注)の土地の形質変更を届け出る際に、土壌汚染のおそれがあると都道府県知

事等が認めるとき[届出義務：着手する30日前まで]（法第4条）  

③健康被害が生ずるおそれがある場合[調査命令]（法第5条）  
現在の法では、人為的な土壌汚染のみでなく、自然由来や埋立て由来も対象となっており、

個別に調査方法が規定されています。 
注: 3,000m2以上の土地の形質の変更、または有害物質使用特定施設が、同一敷地内に存在する場合

は一定規模の面積が900ｍ2となります。届出後、都道府県知事が土壌汚染のおそれありと判断した場

合は調査命令が発出されます。詳細は環境省HPをご参照ください。 

 
■土壌汚染状況調査の流れ 
土壌汚染状況調査の流れを以下に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

地歴調査 
●資料調査・聴取調査・現地調査 
●試料採取等対象物質の特定 
●汚染のおそれに応じた調査対象地の分類 

試料採取等調査 

詳細調査※ 

●調査計画・試料採取ポイントの設定 
●土壌ガス調査、試料採取等調査（土壌溶出量調査・土壌含有量調査） 
●調査結果の評価 

●深度方向の汚染状態確認のためのボーリング調査 
●調査結果の評価  ※必要に応じて実施 

措置・モニタリング ●汚染範囲の確定・措置工法の検討・選定・工期工費算出 
●措置計画・措置管理・工事報告書の作成・地下水等のモニタリング 

措置完了 
●必要に応じて 2 年間の地下水モニタリング 
●措置結果報告書の作成・提出 
●区域指定の解除手続きの実施 ⇒ 区域指定解除 
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●調査の結果、基準（日本環境協会 HP 参照）に適合しない場合は、 
要措置区域または形質変更時要届出区域に指定 

https://www.env.go.jp/water/dojo/pamph_law-scheme/index.html
https://www.jeas.or.jp/dojo/law/files/outline01.pdf
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■土壌汚染状況調査の留意点 
以下に各調査段階の留意点を示します。 

１．地歴調査 
・土壌汚染が存在するおそれを判断するため、土地の登記事項証明書･空中写

真･住宅地図などの公的資料や過去の調査データ、聴取調査から得られた私的

資料も、可能な限り過去に遡り入手することが重要です。 

・有害物質の製造・使用・処理だけでなく、貯蔵や保管に関するデータも収集

します。 

・資料の収集だけでなく、現状を確認するため、調査対象地を実際に歩いて現地調査を行います。 

・収集した資料と現地調査から知り得た情報をまとめ、調査の対象とすべき物質と土壌汚染のおそれが

想定される範囲を整理します。 

 

２．試料採取等調査 
・地歴調査結果をもとに、調査計画を作成したのちに試料採取等調査を行います。 

・調査の起点は調査対象地の最北端または最北端が複数ある場合は北東端に設定します。 

・10m×10m の単位区画(最大隣接区画と統合して 130ｍ2)が最小限となるように区画を設定します。 

この時、単位区画の数が起点を視点として回転させることで減少する場合は、単位区画の数が最も少

なく、かつ回転角が最も小さくなるように区画することもできます。回転方向は右方向です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査起点の位置・座標と回転角は、将来の措置に備えて、記録を残しておく必要があります。 

・試料採取等調査は土壌ガス調査と土壌汚染のおそれが生じた位置から-0.5ｍの土壌の試料採取です。 

・特定有害物質が通った配管やピットがある場合は配管下・ピット下-0.5ｍの調査も実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■おわりに 

 全６回にわたって、土木における環境技術「土や水をきれいにする土木技術」を紹介しました
が、鴻池組は、これまで様々な汚染物質に対して土壌浄化・水質汚染対策を行った実績と高度な
技術を積み重ねてきました。今後も、土壌・水質浄化において、調査段階から計画・設計・施工・
運用・アフターサービスに至るまで『一貫した汚染土壌の修復事業』に取り組んでまいります。 
 

(being 画像引用) 

土壌ガス採取状況 
<揮発性有機化合物の調査> 

土壌試料採取状況 
<重金属等と農薬等の調査> 

配管下土壌採取状況 
（写真は弊社施工実績より引用） 

区画の設定方法（参考図は、土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第 3.1版）より引用） 

区画の統合部 

起点 

基本的な配置 1 基本的な配置 2 試料採取等調査

の対象地 
単位区画 

10ｍ間隔の

格子 

単位区画 

単位区画 23 

開店前の 10ｍ間隔の格
子および単位区画 

単位区画 12 


